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国際会計基準審議会（以下、IASB🄬🄬審議会）は2022年9月22日、「セール・アンド・リースバックにおけるリー
ス負債（IFRS第16号の改訂）」を公表しました。 

本改訂は公開草案（ED/2020/4）「セール・アンド・リースバックにおけるリース負債（IFRS第16号の改訂案）」
（2020年11月27日公表）について寄せられたコメントを踏まえ、審議を重ねた結果として公表されたものです。 
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 セール・アンド・リースバック取引から生じたリース負債の事後測定に係る新規の
要求事項が追加されています。リースバック取引のリース料に指数やレートに基づ
かない変動リース料が含まれている場合には、従前の会計処理の変更が必要になる
可能性があります。 

 本改訂で新たに追加された設例を通じて、売却資産のうち売手が保持した使用権に
係る部分の算定には、セール・アンド・リースバック取引以外の通常のリース負債
の測定には反映しない項目（例えば、指数やレートに基づかない変動リース料）も
考慮する必要があることが明確化されています。 

 セール・アンド・リースバック取引の売手／借手は、リースバックに基づくリース
負債の事後測定にあたり、売却資産のうち残存する使用権部分に係る利得または損
失を認識しない方法でリース負債の減額を会計処理することが要求されました。た
だし、その算定方法は定められず、2つのアプローチが例示されています。 

 本改訂は、2024年1月1日以後開始する事業年度から、IFRS第16号の当初適用開始
日に遡って適用されます。なお、早期適用も認められています。 
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Ⅰ．改訂の背景 

IFRS🄬🄬解釈指針委員会は、変動リース料を含むセール・アンド・リースバック取引の会計
処理についての要望書を受け取り、審議を行いましたが、その検討過程で、以下が論点と
なりました。 

 資産の売却要件を満たすセール・アンド・リースバック取引については、売手／借
手である企業が従前に所有していた売却前の資産の帳簿価額のうち使用権として残
存する部分が使用権資産として認識される（IFRS16.100）。そのため、残存する使用
権部分に係る利得または損失は認識されない。 

 セール・アンド・リースバック取引を伴わない通常のリースにおいて、リース負債
をIFRS第16号の規定に基づいて認識・測定すると、指数やレートに基づかない変動
リース料はその測定に含まれない。他方、セール・アンド・リースバック取引では
売却資産のうち売手／借手である企業に使用権として残存する使用権資産に対応し
たリース負債が認識されるため、その測定には指数やレートに基づかない変動リー
ス料も含まれることになる。その結果、セール・アンド・リースバック取引以外の
リースにおいて算定されるリース負債の額とは差異が生じる場合がある。 

そのため、セール・アンド・リースバック取引から生じるリース負債の事後測定につい
て、IASB🄬🄬審議会での検討が行われることとなりました。リース負債に係る事後測定の現
行の要求事項は指数やレートに基づかない変動リース料を含むセール・アンド・リース
バック取引から生じるリース負債に適用するのが難しく、また、条件変更やリース期間
の変更によるリース負債の再測定の際に、残存する使用権部分に係る利得または損失が
認識される可能性が懸念されたためです。 

 

Ⅱ．改訂の概要 

本改訂は、セール・アンド・リースバック取引から生じるリース負債の事後測定に係る新
規の要求事項を追加しています。本改訂の内容は資産の売却の要件を満たすすべてのセ
ール・アンド・リースバック取引に適用されますが、特にリースバック取引に係るリース
料に指数やレートに基づかない変動リース料が含まれている場合には、従前の会計処理
から変更が生じる可能性があります。 

なお、先に述べた通り、資産の売却要件を満たすセール・アンド・リースバック取引につ
いては、売手／借手である企業が従前に所有していた売却前の資産の帳簿価額のうち使
用権として残存する部分が使用権資産として認識されます。しかしながらこの「使用権
として残存する部分」の割合をどのように測定するかについては基準に明示的な規定は
ありません。 

この点、本改訂では設例25が新たに追加され、当該割合は必ずしも固定リース料による
リースバックに関して設例24で示された、以下の(a)÷(b)では算定されないことが明確化
されています（IFRS16.設例25）。 

(a) リースバックから生じるリース負債 

(b) 譲渡した資産の公正価値 

結果として、リースバックにおけるリース料に指数やレートに基づかない変動リース料
が含まれる場合、セール・アンド・リースバック取引から認識されるリース負債は通常の
リースにおけるリース負債とは異なる値で当初測定されることとなります。 
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公開草案では、「使用権として残存する部分」の割合をどのように測定するか、ひいては
セール・アンド・リースバック取引から認識されるリース負債をどのように測定するか
について特定の方法を定めることが提案されていましたが、公開草案に対するコメント
を受けて、当該提案は取下げられ明確な規定は定められませんでした。 

（1）リース負債の事後測定 

リース負債は、リース負債に係る金利を反映するように帳簿価額を増額し、支払われた
リース料を反映するように帳簿価額を減額します（IFRS16.36）。 

本改訂で、セール・アンド・リースバック取引の借手は、帳簿価額から減額する「リース
料」を、売却資産のうち残存する使用権部分に係る利得または損失を認識しない方法で
算定する必要があることが明記されました（IFRS16.102A）。具体的な算定方法は定めら
れていませんが、通常のリース負債の場合とは異なる方法で支払われた「リース料」を決
定する結果となる可能性があることが言及されています（IFRS16.BC267ZD）。本改訂で
新たに追加された設例には、変動リース料について支払われた「リース料」を決定するた
めの以下の2つのアプローチが例示されています（IFRS16.設例25）。 

 アプローチ1：リース開始日におけるそれぞれの期間の見込みリース料 

 アプローチ2：リース期間にわたり全期間同額となるリース料 

上記の方法で算定されたリース負債を減額する「リース料」と、実際に各期間において支
払われた変動リース料との差額は、発生時に利得または損失に計上されます。なお、条件
変更等によりリース負債に（部分的な）認識の中止が生じる場合には、その認識の中止が
生じた範囲で、残存する使用権に係る利得または損失が認識されます。 

 

（2）適用日 

本改訂は、2024年1月1日以後開始する事業年度に適用されます。早期適用も認められて
います。 

セール・アンド・リースバック取引の売手／借手は、IFRS第16号の当初の適用開始日後
に締結されたセール・アンド・リースバック取引について、IAS第8号「会計方針、会計
上の見積りの変更及び誤謬」に従い本改訂を遡及的に適用する必要があり、表示される
比較期間の期首剰余金に累積的影響額を調整することになります。 
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